


事業区分
（所管省庁） 対象事業、再評価項目及び内容

道路・街路事業 対象事業：
（国土交通省） ①採択後５年間未着工

②採択後１０年経過で継続中の事業
③再評価実施後５年経過で継続中の事業

再評価項目及び内容：
（一部供用している事業）
①事業の進捗状況
執行済額、共用予定等の今後の事業の見通し等
②事業を巡る社会経済情勢等の変化
事業の効果や必要性を評価するための指標、その他の周辺環境変化等

ア 経済構造改革の支援（地域の競争条件確保のための幹線道路網の構築、物
流の効率化の支援、中心市街地の活性化）

イ 活力ある地域づくり都市づくりの支援（都市圏の交通円滑化の推進、地
域・都市基盤の形成、地域づくりの支援）

ウ よりよい生活環境の確保（安全な生活環境の確保、良好な環境の保全・形
成）

エ 安心して住める国土の実現（道路の防災対策・危機管理の充実、他のプロ
ジェクトとの関連）

（全く共用していない事業）
①事業の進捗状況
由
②事業を巡る社会経済情勢等の変化
事業の効果や必要性を評価するための指標、その他の周辺環境変化等

③事業採択時の費用対効果分析の要因の変化
④コスト縮減や代替案立案の可能性

河川事業 対象事業：
（国土交通省） ①採択後５年間未着工

②採択後１０年経過で継続中の事業
③再評価実施後５年経過で継続中の事業
す。

再評価項目及び内容：
①事業の進捗状況
事業採択年度、用地着手年・工事着手年、事業進捗状況等

②事業を巡る社会経済情勢等の変化
災害発生時の影響、過去の災害実績、災害発生の危険度、地域開発の状況、

地域の協力体制、関連事業との整合性等
③費用対効果分析

詳細な評価を行う場合には、上記に加え代替案の可能性の検討、コスト縮減
の方策、費用対効果分析等を行う。

ダム事業 対象事業：
（国土交通省） ①採択後５年間未着工

②採択後１０年経過で継続中の事業
③再評価実施後５年経過で継続中の事業
す

再評価項目及び内容：
①事業の進捗状況
事業採択年度、用地着手年・工事着手年、事業進捗状況等

②事業を巡る社会経済情勢等の変化
災害発生時の影響、過去の災害実績、災害発生の危険度、地域開発の状況、

地域の協力体制、関連事業との整合性等
③費用対効果分析
④コスト縮減や代替案立案等の可能性
代替案の可能性の検討、コスト縮減の方策等



事業区分
（所管省庁） 対象事業、再評価項目及び内容

砂防等事業 対象事業：
（国土交通省） ①採択後５年間未着工

②採択後１０年経過で継続中の事業
③再評価実施後５年経過で継続中の事業

再評価項目及び内容：
①事業の進捗状況
事業採択年度、用地着手年・工事着手年、事業進捗状況等

②事業を巡る社会経済情勢等の変化
災害発生時の影響、過去の災害実績、災害発生の危険度、地域開発の状況、

地域の協力体制、関連事業との整合性等
③費用対効果分析

海岸事業 対象事業：
（国土交通省） ①採択後５年間未着工

②採択後１０年経過で継続中の事業
③再評価実施後５年経過で継続中の事業

再評価項目及び内容：
①事業の進捗状況
事業採択年度、工事着手年、事業進捗状況等

②事業を巡る社会経済情勢等の変化
災害発生時の影響、過去の災害実績、災害発生の危険度、地域開発の状況、

地域の協力体制、関連事業との整合性等
③費用対効果分析
④コスト縮減や代替案立案等の可能性
代替案の可能性の検討、コスト縮減の方策等

港湾整備事業 対象事業：
（国土交通省） ①採択後５年間未着工

②採択後10年経過で継続中の事業
③再評価実施後５年経過で継続中

再評価項目及び内容：
① 事業の進捗状況
事業採択年度、工事着手年、事業進捗状況等

② 事業を巡る社会経済情勢等の変化
災害発生時の影響、過去の災害実績、災害発生の危険度、地域開発の状況、

地域の協力体制、関連事業との整合性等
③ 費用対効果分析
④ コスト縮減や代替案立案等の可能性
代替案の可能性の検討、コスト縮減の方策等



事業区分
（所管省庁） 対象事業、再評価項目及び内容

農業農村整備事業 対象事業：
（農林水産省） ①採択後５年間未着工

②採択後10年経過で継続中
③直近の再評価実施年度から５年度ごと

ただし、上記②③のうち、評価対象年度までに本体工事を完了し、残事業が換
地業務又は補償工事のみの地区は再評価の対象外とする。
再評価項目及び内容：
①事業の進捗状況
②受益農家、関連機関の意向
③関連事業の進捗状況
④計画上の重要な部分の変更の必要性の有無
ア 受益地域
イ 主要工事計画
ウ 事業費
⑤社会経済情勢の変化
⑥営農、事業効果を取りまく情勢の変化

水産基盤整備事業
および漁港海岸事業 対象事業：
（水産庁） ①採択後５年間未着工

②採択後１０年経過で継続中の事業
③再評価実施後５年経過で継続中の事業

再評価項目及び内容：
①費用対効果分析の算定基礎となった要因の点検
②漁業情勢や集落の概況及び漁港・漁場・海岸施設等の利用状況
③地元等の意向
④事業の進捗状況
⑤関連事業の進捗状況
⑥事業コスト縮減や代替案の可能性

治山事業および
森林整備事業 対象事業：
（林野庁） ①採択後５年間未着工

②採択後１０年経過で継続中の事業
③直近に期中の評価を実施した年度から起算して５年ごと

再評価項目及び内容：
①費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
②森林・林業情勢、農山漁村の状況その他の社会経済情勢の変化
③事業の進捗状況
④関連事業の整備状況
⑤地元（受益者、地方公共団体等）の意向
⑥事業コスト縮減等の可能性
⑦代替案の実現可能性



事業区分
（所管省庁） 対象事業、再評価項目及び内容

水道施設整備事業 対象事業：
（厚生労働省） ①採択後５年を経過して未着手の事業

②採択後１０年を経過して継続中の事業
③原則として５年経過ごと

再評価項目及び内容：
①事業の概要
②事業を巡る社会経済情勢等
③事業の進捗状況
④新技術の活用、コスト縮減及び代替案立案の可能性
⑤費用対効果分析
⑥対応方針

工業用水道事業 対象事業：
（経済産業省） ①採択後５年を経過して継続中の事業

②再評価実施後５年を経過して継続中の事業

再評価項目及び内容：
①社会経済情勢等の変化
・需要の見通し（給水量及び需要発生時期等）
②施設建設計画
・施設規模
・建設工程
・事業の進捗状況
・コスト縮減、代替案の可能性の検討
③費用便益分析
総便益、総費用、費用便益比


